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　東日本大震災の教訓を踏まえ，県民生活の安全・安心を守る社会基盤である防災機能や治安体制の回復，充実・強化を推進するとともに，災害時
の連絡通信手段や大規模な津波への備えを重視した広域防災体制を構築するため，「防災機能の再構築」，「大津波等への備え」，「自助・共助によ
る市民レベルの防災体制の強化」及び「安全・安心な地域社会の構築」に取り組む。あわせて，東京電力福島第一原子力発電所から拡散した放射性
物質への対応に引き続き取り組む。
　特に，再構築された防災機能を最大限活用し，様々な自然災害等を想定した防災体制の強化に取り組み，大規模災害への備えを整える。また，警
察施設等の機能回復及び機能強化を図るとともに，新たな街並み整備に合わせた交通安全施設等の整備を推進するほか，被災地を中心としたパト
ロール活動の強化を図り，治安・防災体制の回復・充実に努める。

政策の状況

【防災・安全・安心】

政策担当部局

順調
(令和元年度)

災害拠点病院の耐震化完了数（箇所）［累計］（分
野（２）①から再掲）

防災機能・治安体制の回復

総務部，震災復興・
企画部，環境生活
部，保健福祉部，土
木部，教育庁，警察
本部

16箇所
Ａ

(令和元年度)

評価担当
部局

政策で取り組む内容

施策
番号

施策の名称
令和1年度
決算（見込）
額（千円）

目標指標等の状況

1 防災機能の再構築 7,947,217

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 7

防災資機材整備完了圏域防災拠点数（圏域）
7圏域

Ａ

施策評価

2 大津波等への備え 83,073
沿岸部の津波避難計画作成市町数（市町）［累
計］

15市町
Ａ 順調

(令和元年度)

3
自助・共助による市民レベル
の防災体制の強化

105,479
防災リーダー（宮城県防災指導員等）養成者数
（人）［累計］

Ａ 概ね順調
(令和元年度)

10,463人

4 安全・安心な地域社会の構築 2,641,381

12,979件

概ね順調

(令和元年)

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」
　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

■　政策評価　（原案）

・「防災機能・治安体制の回復」に向けて，4つの施策に取り組んだ。
・施策1の「防災機能の再構築」については，広域防災拠点の整備において関係機関との協議を進め，目標指標である「防災資機材整備完了圏域防
災拠点数」において，7圏域全ての運営用資機材を整備し，本格運用を開始したことなど，施策を構成する事業で一定の成果が得られていることから
「順調」と評価した。
・施策2「大津波等への備え」については，目標指標である｢津波避難計画策定市町数｣において，沿岸全市町で策定済みであり，令和元年度は，沿
岸市町に対し「宮城県津波対策ガイドライン」に沿った津波避難計画になっているかアンケートを実施し，結果を基に市町担当課に必要な助言を行う
など，全ての事業で一定の成果が得られていることから，「順調」と評価した。
・施策3「自助・共助による市民レベルの防災体制の強化」については，目標指標である｢防災リーダー養成者数｣について，目標値を達成している
が，自主防災組織における沿岸市町の組織率低下が顕著であることや，地域住民の防災力・防犯力の向上が求められる中での防災指導員の高齢
化など課題が残るため，施策全体としては，「概ね順調」と評価した。
・施策4「安全・安心な地域社会の構築」については，震災被害により庁舎が損壊したため，仮庁舎を設置するなどして活動していた仙台東警察署仙
台港交番，石巻警察署渡波交番，南三陸警察署歌津駐在所の庁舎新築工事を完了させるなど各事業において一定の成果が得られ，かつ，刑法犯
認知件数の目標値を達成することができた一方で，交通事故死者数の目標値を達成することができなかった事に加え，子どもや女性に対する声掛け
事案，ストーカー・DV事案等の県民の身近なところで発生する犯罪が高水準で推移するなど，県民が肌で感じる治安は改善しているとは言いがたい
ことなどから，全体の評価としては「概ね順調」と評価した。

・政策7「防災機能・治安体制の回復」は，以上の4つの施策で構成されている。広域防災拠点の整備については，関係機関との協議を進め，圏域防
災拠点においては，7圏域全ての運営用資機材を整備し，本格運用を開始したほか，ほとんどの目標指標が達成されており，事業においても一定の
成果を得られているが，交通事故死者数の目標値を達成することができなかったほか，地域住民の防災力・防犯力の向上が求められる中で被災地
以外でも高齢化が進んでおり，さらには防災指導員の募集にあたって，女性受講者の増加を図る必要があるなど課題が残るため，政策全体として
「概ね順調」であると評価した。

概ね順調

評価の理由・各施策の成果の状況

刑法犯認知件数（件） Ａ
(令和元年)

交通事故死者数（人）
65人

Ｃ
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課題 対応方針

政策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

［長期的］
・市町村が行う自主防災組織の育成活性化に向けた取組を支援し，県内
の地域防災力の充実・強化を図っていく。沿岸部の自主防災組織の立ち
上げのみならず，活動が低調な内陸部の組織活性化の支援を行い，市町
村の今後の事業に資するよう支援のモデル化を行う。また，自主防災組織
に関する相談窓口の設置，先進的・先導的な取組を行っている自主防災
組織に対する防災資機材購入費の助成を行うとともに，講演会・フォーラ
ムを開催し，先進的・先導的な取組を行う模範となる自主防災組織の活動
事例等に関する情報を県民等と共有していく。
・将来の宮城を支え，自主防災組織等における次世代のリーダーなどの
地域防災活動の担い手を育成するため，防災に関する知識や技術を習
得し，防災や減災への取組に自発的に協力・活動する高校生を「みやぎ
防災ジュニアリーダー」として養成する。また，認定を受けた高校生につい
ては，一定の要件を満たした上で「宮城県防災指導員」としての認定を得
ることができるシステムの活用を啓蒙していく。
・地域において，児童生徒や高齢者等いわゆる災害弱者を中心に，災害
に備えることの大切さや具体的な避難行動について，避難訓練等を通じ
て発信していく。

・施策4について，県内被災地では，防災集団移転地域や災害公営住宅
等の新しいコミュニティにおける新規防犯団体の形成促進や，自治体と連
携した情報共有，広報啓発を図り，自主防犯活動の活性化を図る必要が
ある。また，高齢者が被害に遭う特殊詐欺被害や児童虐待事案などの発
生により，県民が不安に感じている現状にあることから，被害予防対策等
についてタイムリーな情報発信に努めるほか，官民一体となった効果的な
広報啓発に取り組んでいく必要がある。

・これまで各地域において自主防犯活動を担ってきた高齢者層の更なる
高齢化が進み，次世代への活動の承継が困難な状況が見られる。

［短期的］
・各自治体と連携し，災害公営住宅等に対する立ち寄りや巡回連絡等に
より住民のニーズを把握し，被災地における安全・安心の醸成を図るととも
に，多様な媒体を活用した具体的かつタイムリーな防犯情報の提供を行
い，県民に必要な情報が届き，犯罪に対する自主的な抵抗力の強化が図
られるよう努める。

［長期的］
・防犯活動を促進するための助成等に関する情報の入手に努めるととも
に，活動が持続可能なものとなるよう，個々の課題解決に向けた支援，事
業者等に対する社会貢献の働きかけ，日常生活を通じた負担の少ない活
動の提案などの働きかけを行っていく。

・施策3において，これまで地域における共助の中核を担う自主防災組織
のリーダーとなる宮城県防災指導員を増やす取組を実施しており，引き続
き自主防災組織の活性化に取り組み，全体の底上げを図るほか，「みやぎ
防災ジュニアリーダー」を養成し，地域防災活動の担い手の確保にも取り
組む。さらに，宮城県防災指導員の募集に当たっては，市町村と協力しな
がら，女性受講者の増加を図っていく。また，施策4においては，新たに形
成される地域コミュニティにおける自主防災組織や地域治安組織を強固
にし，地域レベルでの防災・防犯力の向上を図る。

・施策1について震災から9年が経過し，記憶の風化が懸念される中で，全
国的に大規模な災害の発生や行財政改革等に伴う厳しい定員管理計画
等により，全国自治体からの派遣職員が減少しており，職員確保がより困
難となってきている。任期付職員の採用についても，絶対数の少ない土木
職等の専門職は採用困難な状況であり，職員確保には限界がある。また，
防災体制の再整備等では，圏域防災拠点の運営用資機材やマニュアル
の整備が完了しており，今後は防災拠点で従事する職員の対応力の向上
も必要となってくる。

［短期的］
・各市町の復興関連事業の進捗状況に連動した真に必要な職員の精査
を行いながら，被災13市町と全国各都道府県訪問による職員派遣要請を
行い必要性を訴えるとともに，県外の人材確保を目的とした沿岸市町の合
同任期付職員採用試験等により任期付き職員の確保を支援する。

［長期的］
・圏域防災拠点については，より実践的な研修や訓練等によりマニュアル
の実効性を高めるとともに，従事する職員の対応力の向上を図っていく。

・施策2の施策の方向「1 津波避難計画の整備数」について，沿岸15市町
全てで津波避難計画が策定されたが，今後も地域ごとの避難計画策定支
援や津波に対する防災意識の向上を図る必要がある。

・施策の方向「2 震災記録の作成と防災意識の醸成」について，フォーラ
ムやパネル展等様々な取組を実施しているが，震災から9年が経過し，風
化が懸念される。

［長期的］
・福島県沖を震源とする地震による津波に対する課題等を踏まえ，平成29
年10月に津波避難計画策定ガイドラインを改正したが，引き続き市町，防
災関係機関，学識経験者等との情報交換及び連携を図り，ガイドラインに
沿った沿岸市町における津波避難計画の充実を促進する。

［長期的］
・大勢の人に広く関心を持ってもらい，震災の記憶の風化防止と防災意識
の醸成につなげていくため，広報紙の記載内容の見直しや復興情報ポー
タルサイトなどアプローチ手法の多様化により，情報発信に取り組むことと
している。

・施策3の「自助・共助による市民レベルの防災体制の強化」について，共
助の核となる自主防災組織では，東日本大震災以後，低下傾向が続いて
いたが下げ止まりつつある。しかし，沿岸市町では，津波被害による人口
流出や復興まちづくりによるコミュニティの再編等による自治組織の解散
や休止により，低下が顕著であり，組織率向上に向けた取組が必要であ
る。
　「東日本大震災時における宮城県内自主防災組織の活動実態調査報
告書」（平成27年3月）によると，防災訓練への参加率が，5割未満の組織
が全体で62.6%あるなど，自主防災組織の組織率が高い市町村において
も，少子高齢化や過疎及び新興団地の問題などコミュニティ形成上の
様々な課題を抱え，活動が低調な組織もあり，組織の活性化が必要であ
る。

・政策全体では，「防災・安全・安心」が得られるよう事業を実施しており，
復興の進捗により形成される新たな地域コミュニティにおいては，地域住
民の防災力・防犯力の向上が求められる。また，被災地以外でも高齢化
が進んでおり，防災の担い手確保については，県全体にとって喫緊の課
題であるほか，女性の視点による防災対策を進める必要がある。
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0圏域 7圏域 7圏域 7圏域

(令和2年度)

16箇所 16箇所

100.0%
(平成19年度) (令和元年度) (令和元年度) (令和2年度)

(100.0%) (100.0%)

令和1年県民意識
調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合40％以上
　　　　　　かつ不満群の割合20％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合40％未満
　　　　　　かつ不満群の割合20％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

47.0% 21.0% Ⅱ

2
災害拠点病院の耐震化完了数（箇所）［累計］（分野
（２）①から再掲）

A

1 防災資機材整備完了圏域防災拠点数（圏域） A

決算（見込）額
（千円）

令和1年度
（決算（見込）額）

令和2年度
（決算（見込）額）

(指標測定年度)

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

-

-

県事業費

(平成29年度) (令和元年度) (令和元年度)

12箇所

(80.0%)

100.0%

16箇所

(100.0%)

(指標測定年度) (指標測定年度)

年度

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

-

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

6,043,758 7,947,217

平成30年度
（決算（見込）額）

防災機能の再構築
施策担当
部局

総務部，環境生活
部，保健福祉部，土
木部，教育庁

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 7 防災機能・治安体制の回復
評価担当
部局

（作成担当
課室）

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興
・地方創生
実施計画」の
行動方針）

１　被災市町村の職員確保等に対する支援
◇　膨大な事業量となっている被災市町村を支援するため，復興事業等に従事する職員の確保及び財政運営を支援します。
２　防災体制の再整備等
◇　大規模災害時に迅速かつ的確に災害応急活動を実施するため，広域防災拠点と圏域防災拠点を整備するとともに，市町村の地
域防災拠点との広域的な連携体制を構築します。また，消防・防災施設等の復旧整備を進めます。
３　原子力防災体制等の再構築
◇　東北電力女川原子力発電所周辺地域の防災体制を強化するため，原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の関係市町と
連携を図るとともに，東京電力福島第一原子力発電所の事故への対応を踏まえ，全県的な放射能等監視施設及び原子力防災対策
拠点施設の整備を行います。
◇　学校等も含めた全市町村での放射線測定や全県的な放射線等監視施設による放射線測定，食品等の放射能検査を行い，その
結果を速やかに公表するなど，引き続き県民の不安解消に向けて取り組みます。
４　災害時の医療体制の確保
◇　災害時の医療提供体制を維持・確保するため，どのような災害にも適切な対応が取れるよう，災害時の情報通信機能の充実強化
や実践的な防災訓練等を行います。
５　教育施設における地域防災拠点機能の強化
◇　全ての公立学校への防災主任の配置や地域の拠点校となる小・中学校への防災教諭の配置を継続し，学校と地域が連携した
防災体制の強化に取り組みます。
◇　県立学校の防災機能強化に向け，備蓄倉庫等の整備や，学校，市町村，地域等の連携体制の推進等に引き続き取り組みます。

施策名 1

総務部
（危機対策課）

【防災・安全・安心】

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 7 施策 1
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・「2 防災体制の再整備等」について，圏域防災拠点の運営用資機材や
マニュアルの整備が完了しており，今後は防災拠点で従事する職員の対
応力の向上も必要となってくる。また，消防団拠点施設の復旧について，
沿岸部の市町では土地区画整理事業等の他事業と調整を図りながら整
備する必要があるなどの理由により復旧に時間を要していることから，継
続的な財源の確保が必要となっている。

・圏域防災拠点について，より実践的な研修や訓練等によりマニュアルの
実効性を高めるとともに，従事する職員の対応力の向上を図っていく。
・消防団拠点施設の復旧について，市町には国の復旧費補助金制度等
の活用について適切に助言・指導するとともに，国には復旧に向けた財政
支援の継続を今後も要望していく。

事業
の成
果等

・「1 被災市町村の職員確保等に対する支援」について，震災から9年が
経過し，記憶の風化が懸念される中で，全国的に大規模な災害の発生や
行財政改革等に伴う厳しい定員管理計画等により，全国自治体からの派
遣職員が減少しており，職員確保がより困難となってきている。また，任期
付職員の採用についても，絶対数の少ない土木職等の専門職は採用困
難な状況であり，職員確保には限界がある。

・各市町の復興関連事業の進捗状況に連動した真に必要な職員の精査を
行いながら，被災13市町と全国各都道府県訪問による職員派遣要請を行
い必要性を訴えるとともに，県外の人材確保を目的とした沿岸市町の合同
任期付職員採用試験等により任期付き職員の確保を支援する。

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針

評価の視点※ 目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させる
ことができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

・「1 被災市町村の職員確保等に対する支援」については膨大な事務量となっている被災市町村を支援するため，全国の地方公共団体や国の
職員のほか，本県の職員を派遣するなどしている。被災3県（岩手県，福島県及び宮城県）と一部合同での全国訪問要請や，被災5市町が実施
する任期付職員採用試験を福島県と合同で実施し市町の職員確保支援を行った。しかしながら，今後も復旧・復興事業が続く中，全国的に在
職数が少ない土木職等の専門職については，確保が困難な状況である。
・「2 防災体制の再整備等」については，広域防災拠点において，関係機関との協議を進め，圏域防災拠点については，県内7圏域全てにお
いて運営用資機材を整備し，本格運用を開始した。さらに，消防団拠点施設の復旧については，令和元年度までは，国に対する財政支援の
要望活動により，市町が要望する予算が確保されているなど，順調に推移していると考えられる。
・「3 原子力防災体制等の再構築」については，令和元年11月12日，13日に原子力防災訓練を実施（令和元年東日本台風の影響により規模
を縮小して実施）したほか，原子力災害対策重点区域を含む関係市町村全てにおいて，避難先自治体との間に広域避難に係る協定が締結さ
れるなどの成果が出ており，順調に推移していると考えられる。
・「4 災害時の医療体制の確保」については，大規模災害時医療体制整備事業において，関東地域中心で行われた政府総合防災訓練におけ
る当県DMAT（災害派遣医療チーム）の派遣経費を補助したほか，各種訓練への参加や災害関連会議の開催等を通じて，大規模災害時医療
救護体制の強化に努めており，順調に推移していると考えられる。
・「5 教育施設における地域防災拠点機能の強化」については，県内全市町村の小中義務教育学校78校に安全担当主幹教諭を配置して組織
の充実を図るとともに，県内全ての市町村学校・県立学校においても防災主任を置くこととしている。それに加え，安全・防災教育の他，いじめ
対策・不登校対策においても小中連携の体制が推進されるなど，順調に推移していると考えられる。
・以上のとおり，施策を構成する事業の「1 被災市町村の職員確保等に対する支援」については，土木職等の専門職員の確保が困難な状況で
はあるが，「2 防災体制の再整備」では，広域防災拠点の整備において関係機関との協議を進め，圏域防災拠点において7圏域全ての運営用
資機材を整備し，本格運用を開始したほか，他の事業においても一定の成果がみられており，目標指標も達成していることから，施策全体とし
ては「順調」と評価できる。

目標
指標
等

・一つ目の指標「防災資機材整備完了圏域防災拠点数」は，県内7圏域の圏域防災拠点において，令和元年度までに運営用防災資機材を整
備し，本格運用開始とすることを目標としており，平成29年度に資機材保管倉庫の整備に着手した4圏域（仙南，仙台，大崎，登米）に気仙沼を
加えた5圏域について，平成30年度に運営用防災資機材の整備が完了し，令和元年度に残り2圏域（栗原・石巻）の資機材保管倉庫及び運営
資機材の整備を完了した。
・二つ目の指標「災害拠点病院の耐震化完了数」では，県内の災害拠点病院は従前から耐震化を進めており，3病院が完了に至らない状況で
被災したが，2病院が平成26年度までに耐震化を完了したほか，残りの1病院についても，平成29年度までに耐震化を完了した。

順調■　施策評価　（原案）

評価の理由

県民
意識

・令和元年県民意識調査をみると，施策に対する重視度の高重視群については80.2%と高く，県民の関心の高さがみてとれる。
・施策に対する満足度の満足群においても47.0%と前年度調査比2.2%増となっており，県民から一定の評価が得られているものと考えられる。

社会
経済
情勢

・宮城県地域防災計画に，総務省の「被災市区町村応援職員確保システム」の反映等，令和元年5月に策定した宮城県災害時広域受援計画
を踏まえ，県の応援受入体制の整理を行ったほか，令和元年度に発生した災害への対応を踏まえた「被災市区町村応援職員確保システム」の
改正への取り組みがなされている。
・東日本大震災により，消防本部においては消防署所等77棟，消防車両43台，消防団においては，消防団拠点施設231棟，消防車両168台に
被害が生じた。
・令和2年3月末時点で，消防本部においては消防署所等98.7%，消防車両100%，消防団においては，消防団拠点施設86%，消防車両97.8%の
復旧状況である。
・沿岸市町が必要としている職員数の推移（平成24年度は6月1日現在，平成25年度以降は4月1日現在）

60

必要人数

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

充足人数

不足人数 469 261 331 322 227 175 100

963 1,294 1,549 1,581 1,509 1,421 1,215 1,027

494 1,033 1,218 1,259 1,282 1,246 1,115 967
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-

-

-

R2 -

R2

評価対象年度 令和1年度 政策 7

目標指標等の状況

R1

［ストック型の指標］

防災資機材整備完了圏域防
災拠点数（圏域）

達成率 - 100.0%

目標値

施策

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

R2

- 5 7 7 -

実績値の
分析

・平成30年度に着手した2圏域（栗原，石巻）の資機材倉庫が完成し運営用資機材を整備
するとともに，本格運用に必要な派遣職員を指定し，運営用資機材操作の説明会等を行っ
た。
・資機材整備及び派遣職員指定により，平成30年度までに本格運用を開始していた他の5
圏域に加え，全7圏域の防災拠点において本格運用を開始した。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

1

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1 R2

指標測定年度 H29 H30

-

・県内7圏域の圏域防災拠点において，令和元年度までに防災資機材を整備し，本格運
用開始となることを目標とした。

実績値

100.0% -

目標値の
設定根拠

目標値

-

-

-

(100.0%) (100.0%)

-

-

100.0%

1

令和２年度政策評価・施策評価基本票

- -

0 5 7 - -

-

-

-

12箇所

(80.0%)

16箇所

(100.0%)

16箇所

R1

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

2

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1

災害拠点病院の耐震化完了
数（箇所）［累計］（分野（２）①
から再掲）

指標測定年度 H19 H30

(100.0%)

16箇所

(100.0%)

16箇所

目標値の
設定根拠

・県内における災害拠点病院の耐震化は，平成22年度までに3病院を残し完了した。この
ため，平成29年までに，これらの3か所の病院の耐震化を目標として設定することとした。

-

実績値の
分析

・宮城県沖地震に備え，県内の災害拠点病院は耐震化が進んできたが，3病院について
は，完了に至らない状況で被災し，平成23年度中は，復旧対応に終始したため，大きな進
捗は見られなかったが，その後平成26年度までに2病院の耐震化が完了した。
・平成29年度に残る1病院（気仙沼市立病院）の耐震化が完了した。
・なお，平成28年度中途に総合南東北病院が新たに災害拠点病院に指定されたことによ
り，耐震化された災害拠点病院は16箇所となった。

［ストック型の指標］

災害拠点病院の耐震化が完
了した箇所数の累計数 実績値

達成率 100.0%

16箇所

0

1

2

3

4

5

6

7

8

H29 H30 R1 R2

目標

実績

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

H19 H30 R1 R2

目標

実績
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

令和２年度政策評価・施策評価基本票

調査実施年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度

評価対象年度 令和1年度 政策 7 施策 1

県民意識調査結果

（調査名称） （平成29年県民意識調査） （平成30年県民意識調査） （令和1年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

42.3%
78.5%

44.6%
76.4%

44.8%
80.2%

やや重要 36.2% 31.8% 35.4%

分からない 16.1% 17.4% 14.9%

調査回答者数 1,798 1,897 1,786

3.9%
4.9%

重要ではない 0.8% 1.2% 1.0%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

4.7%
5.5%

5.0%
6.2%

44.8%
10.2%

47.0%
やや満足 36.6% 35.7% 36.8%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

8.7%
45.3%

9.1%

やや不満 不満群
の割合

16.3%
21.1%

分からない 33.5% 34.9% 32.1%

調査回答者数 1,766 1,875 1,744

15.3%
20.3%

15.4%
21.0%

不満 4.8% 5.0% 5.6%

44.0%
74.6%

46.9%
81.2%

やや重要 36.6% 30.6% 34.3%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

44.9%
81.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

3.4%
4.0%

分からない 14.4% 17.9% 13.9%

調査回答者数 699 716 682

6.8%
7.5%

3.8%
4.8%

重要ではない 0.6% 0.7% 1.0%

43.2%
9.8%

45.2%
やや満足 36.6% 35.3% 35.4%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

10.4%
47.0%

7.9%

やや不満 不満群
の割合

15.5%
19.6%

分からない 33.4% 37.0% 33.5%

調査回答者数 691 709 663

15.0%
19.9%

15.4%
21.3%

不満 4.1% 4.9% 5.9%

44.8%
77.7%

43.4%
79.8%

やや重要 35.8% 32.9% 36.4%

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

40.9%
76.7%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.6%
6.5%

分からない 16.8% 17.1% 15.5%

調査回答者数 1,059 1,129 1,059

3.6%
5.2%

3.9%
4.7%

重要ではない 0.9% 1.6% 0.8%

45.8%
10.6%

48.3%
やや満足 36.5% 36.0% 37.7%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

7.6%
44.1%

9.8%

やや不満 不満群
の割合

17.1%
22.3%

分からない 33.7% 33.4% 31.4%

調査回答者数 1,037 1,117 1,041

15.8%
20.9%

15.2%
20.4%

不満 5.2% 5.1% 5.2%
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総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

4

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

5
地域防災計画再
構築事業

388

地域防災計画の見直しを行う。 ・災害対策基本法の改正や，県災害時広域受援計画
の策定などを踏まえ，地域防災計画を修正した。

取組33
255 388 - -

4
圏域防災拠点資
機材等整備事業

98,802

圏域防災拠点の資機材整備等を行う。 ・平成30年度に着手した2圏域（栗原，石巻）の資機材
倉庫が完成し運営用資機材を整備するとともに，本格
運用に必要な派遣職員を指定し，運営用資機材操作
の説明会等を行った。
・資機材整備及び派遣職員指定により，平成30年度
までに本格運用を開始していた他の5圏域に加え，全
7圏域の防災拠点において本格運用を開始した。

妥当
ある程度

成果があっ
た

効率的 維持

H30 R1 R2 -

地創4(4)

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

3

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 縮小

H30 R1 R2 -
取組31

234,304 98,802 - -

効率的 維持

H30 R1 R2 -

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

市町村課 妥当
成果があっ

た 800,000 800,000 - -

2

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

1

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

1

市町村の行政機
能回復に向けた総
合的支援（人的支
援を含む）

8,358

-

2
災害復旧資金（貸
付金）

800,000

甚大な被害を受け，臨時に多額の資金需要が
生じたことにより一時的な資金繰りに支障を来し
ている市町村及び一部事務組合に対して，災害
復旧資金を貸し付ける。

・令和元年度は，南三陸町からの貸付要望があり，8
億円の貸付を行った。
・復興・創生期間の終期に向けハード事業がラストス
パートに入ること及びセーフティーネットとしての事業
の性質に鑑み制度を継続する。
実績　平成23年度　16市町　50億円
　　　　平成24年度　 9市町　40億円
　　　　平成25年度　 2市町　 9億円
　　　　平成26年度　 3市町　10億円
　　　　平成27・28年度　貸付実績なし
　　　　平成29年度　 1町　　 8億円
　　　　平成30年度　 1町　　 8億円
　　　　令和元年度　 1町　　 8億円

-

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

市町村課

政策 7

令和２年度政策評価・施策評価基本票

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

令和1年度
決算見込額
（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 令和1年度 施策 1

事
業
番
号

事　業　名

妥当
成果があっ

た
効率的 縮小

H30 R1 R2

15,904 8,358 -

膨大な事業量となっている被災市町村を支援す
るため，復興事業等に従事する職員の確保を支
援する。

・全国の地方公共団体，国からの職員派遣
（令和2年4月1日：408人）
　　うち宮城県職員の派遣（38人）
　　うち宮城県任期付職員の派遣（30人）
・沿岸5市町合同任期付職員採用試験の企画
（24人採用）
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地創4(4)

広域防災拠点の機能を有する都市公園を整備
する。

・公園整備の前提となる岩切地区貨物駅移転に必要
な進入路等の補償契約を締結した。
・宮城野原地区において，詳細設計に向け，庁内関
係課と施設規模等の調整を実施した。

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

7

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

都市計画課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2 -
取組31

2,461,611 2,751,690 - -

8
広域防災拠点整
備事業（宮城野原
公園）

2,751,690

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消防課 妥当
成果があっ

た
－ 廃止

H30 R1 R2 -

- - - -

6

非予算的手法 事業概要 令和1年度の実施状況・成果

7
消防力機能回復
事業

-

震災により被災した消防庁舎や消防車両等の復
旧整備を図る。

・国の消防防災施設災害復旧費補助金及び消防防
災設備設備災害復旧費補助金を利用し，市町が実施
する復旧事業等の適切な執行について，市町に対
し，指導助言を行った。
　〇消防防災施設災害復旧費補助金
　　　令和元年度確定件数等
　　　　件数47件（石巻市，気仙沼市，名取市，
　　　　　　　　　    南三陸町,気仙沼・本吉行組）
　　　　　確定額　517,664千円
　〇消防防災設備災害復旧費補助金
　　　令和元年度確定件数等
　　　　件数7件（南三陸町）
　　　　　確定額　67,522千円
【廃止の理由】
令和３年度以降は，復旧事業等が令和２年度末で終
了する見込みであることから，事業を終了する。

R1 R2 -
取組33

- - - -

6
非予算的手法：防
災体制マニュアル
等の見直し整備

-

大震災の経験・検証結果等に基づき，災害対策
本部要綱，大規模災害応急マニュアル等の防災
体制関係例規を見直し，全庁的な防災体制を再
構築する。

・「みやぎ県民防災の日」総合防災訓練や広域応援
の経験を踏まえ，防災関係例規等の修正を行った。

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H30

5

非予算的手法 事業概要 令和1年度の実施状況・成果

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持
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原子力安全対策
課

概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

1,127 1,251 - -

・民間事業者等が被った損害賠償請求を支援す
る。
・除染事業を実施した市町について支援する。

・民間事業者等の損害賠償請求支援
　民間事業者等の損害賠償請求を支援するため，仙
台弁護士会等と連携し，損害賠償請求個別無料相談
会を県内各地で4回開催した。
・事故対策みやぎ県民会議
　令和2年3月25日に，令和元年度みやぎ県民会議幹
事会の開催を予定していたが，新コロナウイルス感染
防止の観点から，令和2年度に延期した。
・除去土壌等の処分の支援
　汚染状況重点調査地域指定8市町の除染対策を支
援するため連絡調整を行ったほか，平成30年度から
引き続き，25市町村に対し，精密型空間線量測定機
器を市町村に貸与した。(計30台）

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

10

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

11

東京電力福島第
一原子力発電所
事故対策支援事
業

1,251

157,098 - -

10
環境放射能等監
視体制整備事業

157,098

東北電力女川原子力発電所周辺地域の安全・
安心確保に向けた，監視測定に必要となる機器
の整備・更新や，モニタリングステーションの再建
を行う。

・測定機器の整備等
　環境試料の放射性物質濃度を測定するゲルマニウ
ム半導体検出器1台の冷却装置の更新等を行った。
・モニタリングステーションの再建
　東日本大震災により滅失したモニタリングステーショ
ン4局について、平成30年度に再建したが、平成31年
4月から正式運用を行った。

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

原子力安全対策
課

概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的

9

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

321,812

9
原子力防災体制
整備事業

3,328,028

東北電力女川原子力発電所周辺地域の安全・
安心に向けた新たな緊急事態応急対策等拠点
設備の設置等，原子力防災体制を強化する。

・原子力防災訓練
実施日時：令和元年11月12,13日
参加機関:防災関係150機関
参加者数:約6,000人
実施した訓練項目:
緊急時通信連絡訓練／広報訓練／原子力災害医療
活動訓練／住民避難訓練
※令和元年度東日本台風による甚大な被害の発生を
受け，多くの訓練参加機関における災害対応を優先
するため，規模を縮小して実施。
・避難計画関係
女川地域原子力防災協議会作業部会に参画し，「女
川地域の緊急時対応」の策定作業を行った。
また、避難計画の充実化を図るため、避難退域時検
査場所候補地2か所の追加選定や避難経路阻害要
因調査などを実施した。
・地域防災計画〔原子力災害対策編〕の修正
原子力災害対策指針等の改正を受け，地域防災計
画を修正した。
・防災資機材の整備等
原子力災害時に必要な防災資機材を関係機関に配
備するとともに，緊急時モニタリング体制の強化とし
て，簡易電子線量計の通信の多重化を行った。
・緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）
の再建
建設工事を完了させ、暫定オフサイトセンターから新
オフサイトセンターへの移転業務等を支障なく実施し
た。
※
PAZ：予防的防護措置を準備する区域（原子力施設
から概ね半径5ｋｍ）
準PAZ：PAZに準じた避難等の防護措置を準備する
区域（牡鹿半島のPAZから南側の地域及び離島）
UPZ：緊急時防護措置を準備する区域（原子力施設
から概ね30km）

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

8

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

原子力安全対策
課

概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

維持

H30 R1 R2 -

1,445,224 3,328,028 - -
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14

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

15
防災主任・安全担
当主幹教諭配置
事業

679,980

地創4(4)

取組33 概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

教育庁
(6)①4 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

教職員課

- -

643,738 679,980 - -

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

ビジョン

・学校教育における防災教育の充実を図るた
め，県内全学校に防災主任を配置する。
・総合的な学校安全，いじめ・不登校対策推進
の中心的な役割を担う安全担当主幹教諭を拠
点校に配置する。

・県内全市町村の小中義務教育学校78校に安全担
当主幹教諭を配置して組織の充実を図った。また，県
内全ての市町村立学校・県立学校において，防災主
任を置くこととしている。
・安全・防災教育の他，いじめ対策・不登校支援にお
いても小中連携の体制が推進された。

74,952 75,037 - -

教育庁
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

スポーツ健康課 妥当
成果があっ

た
概ね効率的 廃止

H30 R1 R2 -

4,973 4,780

12

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

13
学校給食の安全・
安心対策事業

4,780

学校給食食材の放射能測定を行う。 ・サンプル測定については，県内の教育事務所や学
校給食会等に4台の簡易型放射能測定器を整備し，
測定を行った。その結果，検査した514検体全てが精
密検査実施の目安以下であった。
・事業の成果があがり，当初の目的を達成したため，
令和2年度で事業を廃止する。

- -

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

原子力安全対策
課

概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

33,630 30,750

11

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

12
放射線・放射能広
報事業

30,750

・福島原発事故による放射線・放射能の測定に
ついて市町村を支援する。
・福島原発事故に係る放射線・放射能情報サイト
を運営する。
・東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う
県内への影響及び東北電力女川原子力発電所
の環境への影響について，放射能等の測定結
果をＨＰ等で県民へ情報提供する。

・「放射能情報サイトみやぎ」の運営（アクセス数
41,299件） ※令和2年3月31日現在
・放射線・放射能に関するセミナーの開催（仙台市，
大河原町，石巻市及び大崎市で開催，参加者数136
人）
・出前講座への職員の派遣（派遣回数1回，参加者数
20人）
・パンフレットの作成（10,000部）
・原子力だよりみやぎの発行（86,500部×4回）
・女川原子力発電所2号機の安全性に関する検討会
の開催（会議7回、視察1回）

保健福祉部
(2)①2 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性

③効率性

13

事業概要 R1年度の実施状況・成果

③効率性 次年度の方向性

医療政策課

75,037

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

14
救急医療情報セン
ター運営事業

消防や医療機関，県民への情報提供を行うシス
テムを運用する。

・システム参加施設数：191施設

15

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

地創4(4)

16
防災教育等推進
者研修事業

555

学校における防災教育及び安全教育等につい
て，推進的な役割を果たす人材を養成するた
め，防災主任及び安全担当主幹教諭を対象とし
た研修を実施する。

・防災に関する専門的な知識等を習得するため，防
災主任を対象とした研修を，初任及び2年目は2回，3
年目以上は1回開催した。
・防災教育における地域連携を推進するため，安全
担当主幹教諭を対象とした研修を，初任は4回，経験
者は3回実施した。

教育庁
(6)①4 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 次年度の方向性

教職員課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2 -
取組17

589 555 - -

662



妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1

16

17

-

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

原子力災害医療
体制強化事業

10,500

原子力災害拠点病院を中心とした原子力災害
医療体制充実・強化を図るため、各病院の業務
調整員（仮称）の配置に要する経費に対して助
成する。

・各原子力災害拠点病院における医療提供体制を整
理
・原子力災害医療調整官の体制を整理
・原子力災害医療協力機関に対する研修を実施
・各原子力災害拠点病院へ医療用資機材を導入

①必要性
R2 -

5,639 10,500 -

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

医療政策課

決算（見込）額計 7,947,217

決算（見込）額計（再掲分除き） 7,191,645

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
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令和1年県民意識
調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合40％以上
　　　　　　かつ不満群の割合20％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合40％未満
　　　　　　かつ不満群の割合20％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

52.4% 18.2% Ⅰ

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値
達成率 (指標測定年度)

決算（見込）額
（千円）

年度
平成30年度

（決算（見込）額）
令和1年度

（決算（見込）額）
令和2年度

（決算（見込）額）
-

県事業費 88,005 83,073 - -

施策名 2 大津波等への備え
施策担当
部局

総務部，震災復興･企
画部，土木部

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 7 防災機能・治安体制の回復
評価担当
部局

（作成担当
課室）

総務部
（危機対策課）

【防災・安全・安心】

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 7 施策 2

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興
・地方創生
実施計画」の
行動方針）

１　津波避難計画の整備等
◇　震災を踏まえ，県が作成した「津波対策ガイドライン」に基づき，沿岸市町の津波避難計画作成の支援を行います。
２　震災記録の作成と防災意識の醸成
◇　大震災の記憶を風化させないよう，震災の記録誌を作成し，後世へ伝えていきます。
◇　市町村やNPO等と連携して，大震災の教訓を後世に語り継ぐための取組を推進します。

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

15市町

(平成25年度) (令和元年度) (令和元年度) 100.0% (令和2年度)
1 沿岸部の津波避難計画作成市町数（市町）［累計］

15市町 15市町
A

9市町
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目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させる
ことができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

評価の視点：※

順調■　施策評価　（原案）

評価の理由

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針

社会
経済
情勢

・平成28年11月に発生した福島県沖を震源とする地震（最大震度5弱，県内最大震度4）により，東日本大震災後県内に初めて津波警報が発表
され，その際の市町村の避難指示等の発令にばらつきがみられたり，住民の避難に課題も確認されたことから，県では平成26年1月に全面改
定した「宮城県津波対策ガイドライン」の見直しを進め，平成29年10月に改定した。
・消防庁が，地域ごとの津波避難計画や避難困難地域に関する取組事例をとりまとめた「津波避難に関する取組事例集」を平成31年3月に作
成した。
・東日本大震災から9年が経過し，風化が懸念される。

事業
の成
果等

・「１ 津波避難計画の整備等」について，津波避難計画作成支援事業では，平成29年度末までに沿岸15の全ての市町において津波避難計画
が策定済みとなっている。令和元年度は，沿岸市町に対し「宮城県津波対策ガイドライン」に沿った津波避難計画になっているかアンケートを実
施し，結果を基に市町担当課に必要な助言を行った。
・「２ 震災記録の作成と防災意識の醸成」については，東日本大震災の風化防止と震災復興に対する全国からの幅広い支援の継続を訴えるた
め，被災各県（青森・岩手・福島）と連携し，首都圏（東京）において，被災4県合同の実行委員会と東京都との共催による復興フォーラム（令和2
年2月16日，来場者約1,000人）を開催したほか，多様な主体（県・市町村，教育・研究機関，企業，NPO等）と連携して，復興に向けた情報発信
を行うため，東日本大震災発展期（平成30年度～令和2年度）の記録誌の作成（本編：1,000部ほか）及び記録映像の編集（本編：70セットほ
か），並びに発展期（平成30年度～令和2年度）の記録映像の撮影・収集を行った。また，震災復興広報強化事業として，復興の進捗状況等を
まとめた広報紙「NOW IS.」（19,000部／月）及び「みやぎ・復興の歩み9」（17,000部）の作成やパネル展を県内外で実施し，中長期的な支援意
識の向上や復興の気運醸成を図った。
・以上のとおり，目標指標である｢津波避難計画策定市町数｣において，沿岸全市町で策定済みであるほか，復興に向けた情報発信を行うため
の東日本大震災発展期（平成30年度～令和2年度）の記録誌作成といった復興の気運醸成が図られており，全ての事業で一定の成果が得ら
れていることから，施策と全体としては「順調」と評価できる。

・福島県沖を震源とする地震による津波に対する課題等を踏まえ，平成29
年10月に津波避難計画策定ガイドラインを改正したが，引き続き市町，防
災関係機関，学識経験者等との情報交換及び連携を図り，ガイドラインに
沿った沿岸市町津波避難計画の充実を促進する。
・地域住民が参画したワークショップの開催例等，地域ごとの津波避難計
画策定について他の自治体の事例を紹介するなどして沿岸市町を支援す
る。

・「２ 震災記録の作成と防災意識の醸成」について，フォーラムやパネル
展等様々な取組を実施しているが，震災から9年が経過し，風化が懸念さ
れる。

・著名人等を活用した動画やブログ等の掲載により，ブログやSNS等のフォ
ロワー数，閲覧数は着実に向上していることから，より多くの人に関心を
持ってもらえる情報発信を，同様の媒体で令和2年度の事業終了まで継続
し，風化の防止を図る。
・大勢の人に広く関心を持ってもらい，震災の記憶の風化防止と防災意識
の醸成につなげていくため，広報紙の記載内容の更なる見直しや復興情
報ポータルサイトなどアプローチ手法の多様化により，情報発信に取り組
むこととする。
・震災の記憶の風化防止に向け，各市町において伝承施設等の整備や取
組を進めていることから，こうした施設や取組をつなぎ，県全体としての震
災の記憶・教訓の伝承のあり方の検討を行っていく。
・また，引き続きシンポジウムやパネル展等を開催し，県民の防災意識の向
上を図り，津波による人的被害が最小限となるよう取り組んでいく。

目標
指標
等

県民
意識

・令和元年県民意識調査をみると，施策に対する重視度の高重視群については81.8%と高く，特に沿岸部で高い傾向がみられる。
・施策に対する満足度の満足群においても52.4%と前年度調査比0.8%増となっており，県民から一定の評価が得られているものと考えられる。

・「沿岸部の津波避難計画作成市町数」は，県内沿岸部すべての15市町が津波避難計画を策定することを目標としており，平成28年度までに
13市町が策定している。県では，沿岸市町に対し「宮城県津波対策ガイドライン（平成26年1月）」を参考に津波避難計画を作成するよう促進を
図っており，平成29年度に新たに2町が策定し，累計15市町となり，達成率100.0%，達成度は「A」に区分される。

・「１ 津波避難計画の整備数」について，沿岸15市町全てで津波避難計
画が策定されたが，今後も地域ごとの避難計画策定支援や津波に対する
防災意識の向上を図る必要がある。
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［ストック型の指標］
目標値 15 15 -

指標測定年度

-達成率 - 100.0% 100.0%

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度

H25 H30 R2 -

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

目標指標等の状況

実績値 9 15 15 - -

-

沿岸部の津波避難計画作成
市町数（市町）［累計］

-

政策 7 施策 2

実績値の
分析

・「県津波対策連絡協議会」において，平成28年11月の津波への対応で明らかになった課
題や国のガイドラインの改定等を踏まえ，「津波対策ガイドライン」改正を行うとともに，同協
議会を通じ沿岸市町に津波避難計画の策定を促し，平成29年度末までに全ての沿岸市町
において津波避難計画を策定した。（平成29年度策定：女川町，南三陸町）
・一部市町に対して計画内容の充実を促す必要がある。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

全国の市町村における津波避難計画策定状況（消防庁調査・令和元年12月1日時点）
　・津波による被害が想定される市町村数      675市町村
　・津波避難計画策定済み（※）の市町村数　668市町村　　策定率99.0％
　※必ずしも独立した計画とは限らず，地域防災計画等に定めているものを含む。

目標値の
設定根拠

1

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1 R2

- 15

・県内の沿岸全ての市町が，平成29年度までに津波避難計画を作成することを目標とし
た。
・平成29年度末までに沿岸15の全ての市町において津波避難計画が策定されたが，なお
策定済み津波避難計画の内容の充実を促す。

-

R1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H25 H30 R1 R2

目標

実績
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

調査実施年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度

1,051

10.5%
13.8%

12.7%
16.2%

不満 3.2% 3.3% 3.5%

48.6%
12.0%

51.8%
やや満足 37.7% 35.8% 39.8%

32.1%

1,127

1,072

5.5%
7.1%

4.1%
4.8%

重要ではない 1.6% 1.6% 0.7%

12.8%

やや不満 不満群
の割合

14.1%
17.3%

分からない

満　　　足

37.6%

1,136

46.8%
77.2%

46.8%
79.6%

やや重要 36.7% 30.4% 32.8%

15.7% 15.5%内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

38.2%
74.9%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

7.1%
8.7%

分からない 16.4%

調査回答者数 1,064

37.2%

この
施策に
対する
満足度

調査回答者数 1,046

満足群
の割合

7.8%
45.5%

683

14.6%
17.5%

14.5%
20.9%

不満 3.7% 2.9% 6.4%

56.1%
11.6%

53.5%
やや満足 41.9% 41.8% 41.9%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

12.9%
54.8%

14.3%

やや不満 不満群
の割合

13.7%
17.4%

分からない 27.8% 26.4% 25.6%

調査回答者数 708 720

728 692

4.5%
5.0%

4.8%
6.0%

重要ではない 1.4% 0.5% 1.2%

52.2%
83.9%

57.8%
85.1%

やや重要 35.8% 31.7% 27.3%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

44.6%
80.4%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.2%
6.6%

分からない 13.0% 11.0% 9.0%

調査回答者数 713

1,774

12.1%
15.2%

13.4%
18.2%

不満 3.4% 3.1% 4.8%

51.6%
11.7%

52.4%
やや満足 39.7% 38.2% 40.7%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

9.8%
49.5%

13.4%

やや不満 不満群
の割合

13.9%
17.3%

分からない 33.3% 33.2% 29.4%

調査回答者数 1,793 1,901

1,819 1,918 1,807

4.3%
5.3%

重要ではない 1.5% 1.2% 1.0%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.4%
7.9%

5.2%
6.4%

県民意識調査結果

（調査名称） （平成29年県民意識調査） （平成30年県民意識調査） （令和1年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

40.6%
76.8%

49.0%
79.8%

51.0%
81.8%

やや重要 36.2% 30.8% 30.8%

分からない 15.2% 13.8% 12.9%

調査回答者数

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 R1年度 政策 7 施策 2
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①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-

-
取組33

- - -

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

4

非予算的手法 事業概要 令和1年度の実施状況・成果

総務部

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持

H30 R1 R2

4
非予算的手法：津
波避難計画作成
支援事業

-

県が作成した「津波対策ガイドライン」に基づき，
沿岸市町の津波避難計画作成の支援を行う。

・平成29年度までに沿岸15の全ての市町において津
波避難計画が策定されているが，沿岸市町に対し，
策定済み津波避難計画の内容の充実や自治会，町
内会等の単位で作成する地域ごと津波避難計画策定
支援（市町が地域に支援）を促した。
・市町の津波ハザードマップ作成を支援した。

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持

H30

3

非予算的手法 事業概要 令和1年度の実施状況・成果

取組33
- - -

R1

3
非予算的手法：意
識啓発・防災マッ
プ作成対応事業

-

地震や津波など災害に関する基礎知識等の普
及や地域における危険箇所の把握に向けた防
災マップの作成支援等を行う。

・出前講座の実施（3回，166人）

R2 -

-

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持

H30 R1 R2 -
取組33

- -

2

非予算的手法 事業概要 令和1年度の実施状況・成果

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

2
非予算的手法：防
災協定・災害支援
目録登録の充実

-

災害時の必要物資等の調達を円滑に行うため，
災害時に支援をいただく登録企業の拡大を図
る。

・災害協定の締結（3件）
・災害協定団体が県総合防災訓練等に参加し，連携
強化を進めた。

- -

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

効率的 維持

1

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

取組33
255 388 - -

1
地域防災計画再
構築事業

388

地域防災計画の見直しを行う。 ・災害対策基本法の改正や，県災害時広域受援計画
の策定などを踏まえ，地域防災計画を修正した。

総務部
(7)①2 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

H30 R1 R2 -

令和２年度政策評価・施策評価基本票

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

令和1年度
決算見込額
（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 令和1年度 政策 7 施策 2

事
業
番
号

事　業　名

669



H30 R1 R2 -

40,992 - -

8
震災復興広報推
進事業

40,992

・青森・岩手・福島の各被災県と連携し，首都圏
を対象としたフォーラムを開催する。
・広報誌やSNSなど多様な媒体による復興関連
情報を発信する。

・東日本大震災の記憶の風化防止のため，多様な媒
体を活用し，復興関連情報を発信した。
 1)広報紙「NOW IS.」の作成（19,000部／月）
 2)冊子「みやぎ・復興の歩み9」の作成（17,000部）
 3)震災復興ポスターの作成（4種類，各3サイズ　合計
42,000部）
 4)パネル展を開催（36件）
 5)ポータルサイト・SNSの運営・管理
 6)県庁18階 東日本大震災復興情報コーナーの運
営・情報更新

・震災の記憶の風化防止のため，首都圏（東京）で被
災4県合同の実行委員会と東京都の共催による
フォーラムを開催した。
 1)日時：令和2年2月16日（日）
 2)場所：東京国際フォーラム （千代田区）
 3)来場者数：約1,000人（速報値）

震災復興・企画部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
③効率性 次年度の方向性

震災復興推進課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 縮小

①必要性 ②有効性

8

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

取組33
42,320

7

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

防災砂防課

ビジョン

概ね妥当取組31
374 - - -

地創4(4)

成果が
なかった

概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

7
津波対策強化推
進事業

-

津波等の防災意識啓発を目的として，津波シン
ポジウム等を開催する。

・津波防災シンポジウム「津波防災教育について考え
る ～津波防災を伝承するための防災教育とは～」を
多賀城市で開催する予定であったが、令和元年東日
本台風の甚大な被害を受け、開催を令和2年度に延
期した。

縮小

6
３．１１伝承・減災
プロジェクト

13,341

東日本大震災の記録・記憶を伝承する。 ・令和元年度は，4枚の津波浸水表示板、2基の伝承
板を設置し、2の企業団体個人などを「伝承サポー
ター」として認定した。復旧パネル展は,県内外におい
て11箇所で開催した。津波の浸水区域や浸水高さを
現地に標識等で表示することで住民の避難の備えを
促すとともに、伝承サポーターによって地域の防災啓
発が図られた。また、パネル展は写真により被害及び
復旧状況が一目で分かることから記録の伝承に効果
があった。

土木部

取組33
11,113 13,341 - -

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創4(4)

H30

事業概要

事業の分析結果

令和1年度の実施状況・成果

R1 R2 -

5

事業概要 令和1年度の実施状況・成果

5
東日本大震災記
憶伝承・検証調査
事業

28,352

・復興期間10年間の総括検証に向けた調査･調
整を行うとともに，震災の記憶・教訓伝承に向け
た，震災遺構や伝承施設等のネットワーク化に
官民連携で取り組む仕組みをつくる。また，記録
誌，記録映像を作成する。

・復興10年の総括検証の実施
　検証テーマを80テーマ設定し，そのうち17テーマに
ついて,復旧・復興業務に従事した職員にインタ
ビュー調査を行い,報告書等を作成した。
・震災の記憶・教訓伝承のあり方検討
　県・市町村，教育・研究機関，企業，NPO等の多様
な主体が連携し，震災の記憶・教訓等の伝承に関す
る取組の連携や情報発信を行うため，伝承のあり方に
関する検討を行った。
・震災からの復興状況等記録の作成
 1)東日本大震災発展期（平成30～令和2年度）の記
録誌の作成
 2)東日本大震災発展期（平成30～令和2年度）の記
録映像の撮影・収集

防災砂防課

ビジョン

概ね妥当
成果があっ

た
概ね効率的

6

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-

-

震災復興・企画部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

震災復興推進課

R1 R2
取組31

34,317 28,352 -

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 拡充

H30

決算（見込）額計 83,073

決算（見込）額計（再掲分除き） 82,685
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40.3% 15.5% Ⅰ

令和1年県民意識
調査

満足群の割合 不満群の割合

-県事業費

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度) 達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

決算（見込）額
（千円）

年度
平成30年度

（決算（見込）額）
令和1年度

（決算（見込）額）
令和2年度

（決算（見込）額）

施策名 3
自助・共助による市民レベルの防災体
制の強化

施策担当
部局

総務部，環境生活
部，土木部，教育庁

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 7 防災機能・治安体制の回復
評価担当
部局

（作成担当
課室）

-

-

総務部
（危機対策課）

【防災・安全・安心】

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興
・地方創生

実施計画」の
行動方針）

１　地域防災リーダーの養成等
◇　大規模災害発生時には，公的機関の対応に加え，地域コミュニティの中で組織される自主防災組織による対応が不可欠であるた
め，この組織において中心的役割を果たす地域防災リーダーの養成等を行います。
２　地域主動型応急危険度判定等実施体制の整備
◇　災害時に地域が主動的かつ速やかに避難所等の応急危険度判定を実施できるよう，市町村の実施体制の強化を図るとともに，
その後の住宅等の判定活動を実施できるよう体制強化を図ります。
◇　災害時に他の災害業務に忙殺される市町村に対し，判定を熟知する建築関係団体及び民間判定士による応援体制の強化を図
ります。

103,036 105,479

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 7 施策 3

10,463人
A

10,000人

(平成20年度) (令和元年度) (令和元年度) 108.5% (令和2年度)
1

防災リーダー（宮城県防災指導員等）養成者数（人）
［累計］

700人 9,700人

満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合40％以上
　　　　　　かつ不満群の割合20％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合40％未満
　　　　　　かつ不満群の割合20％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)
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・「２ 地域主導型応急危険度判定等実施体制の整備」について，被災地
域が主動的に判定活動を円滑に実施できるよう，引き続き地域の判定士
や判定コーディネーターを養成するとともに，速やかに判定を実施できるよ
う初動体制等を整理したマニュアルの整備や，訓練等を実施することが必
要である。

・引き続き，被災建築物応急危険度判定士の養成を行う。また，地域主動
型応急危険度判定等実施体制の整備の方針に基づき，判定コーディネー
ター講習会を開催するとともに，市町村に対して速やかに判定活動を行え
るよう初動体制等を整備したマニュアルの整備や連絡訓練等の実施を働
きかけていく。

概ね順調

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させる
ことができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

■　施策評価　（原案）

評価の理由

目標
指標
等

・「防災リーダー（宮城県防災指導員等）養成者数」は，令和元年度に防災指導員養成講習を15回開催し，防災指導員養成累計数8,718人（前
年度比640人）のほか，県内の公立学校に配置されている防災主任等854人（前年度比16人）と，仙台市で養成している地域防災リーダー
（SBL）891人（前年度比98人増）を計上したことにより，目標値9,700人に対して実績値10,463人となり，達成率108.5%，達成度「A」に区分され
る。

県民
意識

・令和元年県民意識調査の結果をみると，施策に対する重視度については高重視群が70.6%と高く，県民の関心の高さがみてとれる。
・施策に対する満足度の満足群においては40.3%と前年度調査比1.7%減となっており，半数を下回っていることから，施策の充実が求められて
いるものと考えられる。

社会
経済
情勢

・東日本大震災をきっかけに，国や地方公共団体のみならず，地域や企業等が一体となって防災・減災対策，災害活動に取り組むことの重要
性が再認識されている。
・令和2年1月に，国の防災基本計画の修正や最近の災害対応の教訓等を反映し「宮城県地域防災計画」の修正を行った。
【主な修正点】
  ①避難勧告等に関するガイドラインに基づく「自らの命は自らが守る」意識の徹底
　②警戒レベルを用いた避難勧告等の発令
・令和元年度防災白書（内閣府）によると，宮城県の自主防災組織の組織率は83.3%で全国平均の84.1%をやや下回っている。平成22年度の組
織率（85.0%）と比べると△1.7%と，東日本大震災以後，東日本大震災以後，低下傾向が続いていたが下げ止まりつつある。しかし，沿岸市町で
は，津波被害による人口流出や復興まちづくりによるコミュニティの再編等による自治組織の解散や休止により，低下が顕著である。
・また，自主防災組織の組織率が高い市町村においても，少子高齢化や過疎及び新興団地の問題などコミュニティ形成上の様々な課題を抱え
ている。

事業
の成
果等

・「１ 地域防災リーダーの養成等」では，地域防災の要である自主防災組織等において，共助の防災活動を促進する防災リーダーの養成等を
進めるために，防災指導員養成講習を地域防災コース14回，企業防災コース1回の計15回開催し，防災指導員を養成したほか，既に防災指導
員となっている方に対してフォローアップ講習を15回開催しスキルアップを図った。また，東日本大震災検証記録誌等を参考に出前講座を開催
するなどにより，広く防災意識の普及啓発が図られ，さらに，県内の12地区において自主防災組織の立ち上げや活性化などに向けた支援を行
うなど，全ての事業で一定の成果が出ており順調に推移していると考えられる。
・「２ 地域主導型応急危険度判定等実施体制の整備」では，被災建築物応急危険度判定士307人，被災宅地危険度判定士123人を養成し，判
定士名簿，判定連絡表及び資機材備蓄リストを市町村と共有するなど一定の成果が出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・以上のことから，目標指標である「防災リーダー（宮城県防災指導員等）養成者数」については，目標値を達成しているが，自主防災組織にお
ける沿岸市町の組織率低下が顕著であることや，地域住民の防災力・防犯力の向上が求められる中での防災指導員の高齢化など課題が残る
ため，施策全体としては，「概ね順調」と評価した。

※

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
・「１ 地域防災リーダーの養成等」について，平成26年度に実施した「東日
本大震災時における宮城県内自主防災組織の活動実態調査」の「震災時
に地震を含めて宮城県防災指導員が活動していたか」の項目では，「わか
らない」との回答が約5割（49.6%）にのぼっており，防災指導員の認知度向
上が課題である。

・平成28年度から引き続き防災指導員全員に腕章配布をしており，今後も
新たに養成した防災指導員に腕章を配布し，地域の防災活動等で着用し
ていただくことで認知度向上を図っていく。

・宮城県防災指導員について，年齢構成は，60歳を超える方が7割を超
え，男女比で見ると，男性が約9割を占める状況にある。

・宮城県防災指導員の募集に当たっては，市町村と協力しながら，婦人防
火クラブ等との連携を進め，女性受講者の増加を図っていくとともに，「み
やぎ防災リーダー養成事業」において，高校生を中心に防災ジュニアリー
ダーの養成を進め，次世代の担い手育成を図っていく。

・自主防災組織については，東日本大震災以後，低下傾向が続いていた
が下げ止まりつつある。しかし，沿岸市町では，津波被害による人口流出
や復興まちづくりによるコミュニティの再編等による自治組織の解散や休止
により，低下が顕著であり，組織率向上に向けた取組が必要である。
・「東日本大震災時における宮城県内自主防災組織の活動実態調査報告
書」（平成27年3月）によると，防災訓練への参加率が，5割未満の組織が
全体で62.6%あるなど，自主防災組織の組織率が高い市町村においても，
少子高齢化や過疎及び新興団地の問題などコミュニティ形成上の様々な
課題を抱え，活動が低調な組織もあり，組織の活性化が必要である。

・市町村が行う自主防災組織の育成活性化に向けた取組を支援し，県内
の地域防災力の充実・強化を図っていく。沿岸部の自主防災組織の立ち
上げのみならず，活動が低調な内陸部の組織活性化の支援を行い，市町
村の今後の事業に資するよう支援のモデル化を行う。また，自主防災組織
に関する相談窓口の設置，先進的・先導的な取組を行っている自主防災
組織に対する防災資機材購入費の助成を行うとともに，講演会・フォーラム
を開催し，先進的・先導的な取組を行う模範となる自主防災組織の活動事
例等に関する情報を県民等と共有していく。
・将来の宮城を支え，自主防災組織等における次世代のリーダーなどの地
域防災活動の担い手を育成するため，防災に関する知識や技術を習得
し，防災や減災への取組に自発的に協力・活動する高校生を「みやぎ防
災ジュニアリーダー」として養成する。また，認定を受けた高校生について
は，一定の要件を満たした上で「宮城県防災指導員」としての認定を得るこ
とができるシステムの活用を啓蒙していく。
・地域において，児童生徒や高齢者等いわゆる災害弱者を中心に，災害
に備えることの大切さや具体的な避難行動について，避難訓練等を通じて
発信していく。

評価の視点：
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施策

実績値 700 9,709 10,463

令和1年度 政策 7

-

［ストック型の指標］
-

103.6% 108.5%

評価対象年度

目標値

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

1

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1 R2

- -

R1 R2 -

-

-

防災リーダー（宮城県防災指
導員等）養成者数（人）［累計］

地域における防災活動の中心
となる人材を養成する研修の
受講者数

指標測定年度 H20 H30

3

9,400 9,700

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

目標値の
設定根拠

・平成29年度末で9,000人を目標とした県内防災リーダー養成者数について，令和2年度ま
で10,000人養成することを新たな目標とした。

実績値の
分析

・令和元年度末の実績値は10,463人であり目標値を達成した。
・令和元年度は，地域防災コースを14回，企業防災コースを1回開催した。
　なお，防災指導員養成累計数8,718人（前年度比640人増）のほか，県内の公立学校に
配置されている防災主任等854人（前年度比16人増）と仙台で養成している仙台市地域防
災リーダー（SBL）891人（前年度比98人）を防災リーダーとして計上している。

令和２年度政策評価・施策評価基本票

目標指標等の状況

10,000

-達成率 -

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

H20 H30 R1 R2

目標

実績
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 政策 7 施策 3

県民意識調査結果

（調査名称） （平成29年県民意識調査） （平成30年県民意識調査） （令和1年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

28.9%
71.4%

32.8%
70.3%

31.4%
70.6%

やや重要 42.5% 37.5% 39.2%

分からない 20.5% 20.1% 20.7%

調査回答者数 1,787 1,899 1,784

7.2%
8.7%

重要ではない 1.6% 1.5% 1.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.4%
8.0%

8.1%
9.6%

42.0%
6.5%

40.3%
やや満足 33.7% 34.6% 33.8%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

7.8%
41.5%

7.4%

やや不満 不満群
の割合

12.3%
15.5%

分からない 42.9% 42.8% 44.2%

調査回答者数 1,755 1,875 1,755

12.4%
15.2%

11.9%
15.5%

不満 3.2% 2.8% 3.6%

31.5%
70.2%

32.3%
72.2%

やや重要 42.6% 38.7% 39.9%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

30.9%
73.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.0%
7.6%

分からない 19.0% 19.5% 19.0%

調査回答者数 700 718 684

9.3%
10.3%

7.0%
8.8%

重要ではない 1.6% 1.0% 1.8%

40.7%
6.5%

38.4%
やや満足 34.2% 33.8% 31.9%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

7.7%
41.9%

6.9%

やや不満 不満群
の割合

11.8%
14.8%

分からない 43.2% 44.5% 45.1%

調査回答者数 692 710 674

12.3%
14.8%

11.6%
16.5%

不満 3.0% 2.5% 4.9%

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

27.7%
70.4%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.7%
8.4%

分からない 21.3%

調査回答者数 1,048

42.8%

この
施策に
対する
満足度

調査回答者数 1,025

満足群
の割合

8.0%
41.3%

33.3%
70.3%

31.1%
69.8%

やや重要 42.7% 37.0% 38.7%

20.6% 21.7%

7.8%

やや不満 不満群
の割合

12.4%
15.9%

分からない

満　　　足

42.1%

1,127 1,058

7.2%
9.2%

7.3%
8.5%

重要ではない 1.7% 2.0% 1.2%

調査実施年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度

1,039

12.9%
16.0%

11.8%
14.5%

不満 3.5% 3.1% 2.7%

41.9%
6.7%

42.0%
やや満足 33.3% 34.1% 35.3%

43.4%

1,114
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ある程度
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -
取組33

10,960 10,935 - -
地創4(4)

4

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

4
防災リーダー（宮
城県防災指導員）
養成事業

10,935

地域防災リーダーである宮城県防災指導員の養
成，スキルアップを行う。

総務部
(7)①2 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

効率的 維持

H30 R1 R2 -

3
地域防災計画再
構築事業

388

地域防災計画の見直しを行う。 ・災害対策基本法の改正や，県災害時広域受援計画
の策定などを踏まえ，地域防災計画を修正した。

3

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

取組33
255 388 - -

R1 R2 -
取組33

21,132 23,675 - -
地創4(4)

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H30

2
地域防災力向上
支援事業

23,675

自主防災組織の育成活性化に向けた取組を支
援し，県内で活用できる自主防災組織支援モデ
ルづくりを行う。

・地域防災力の向上を図るため，モデル事業として，
気仙沼市，白石市，多賀城市，岩沼市，登米市，栗原
市，蔵王町，七ヶ宿町，丸森町の9市町12地区に対し
県からアドバイザーを派遣し，自主防災組織育成・活
性化を支援した。
・自主防災組織の体制強化を促すため，先進的・先
導的な取組みを行う自主防災組織18団体に対し，防
災資機材購入経費等に対する助成を行った。
・防災活動の普及・啓発を目的に，防災関係機関・団
体等と連携し，世界防災フォーラムを開催した。

2

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

私学・公益法人課 妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2 -

1
大学等による復興
を担う人材育成事
業

65,843

 宮城大学が行う沿岸被災地等を含む県内各地
をフィールドとした地域協働の人材育成への取
組みや，学都仙台コンソーシアムにおいて実施
する復興大学事業を支援する。

・宮城大学では延べ694人の履修者が，沿岸被災地
等を含む県内各地をフィールドとした地域協働の人材
育成科目を受講したほか，学都仙台コンソーシアムが
実施する復興大学事業においては，県民公開講座・
現場実習に延べ約1,300人が受講・参加した。

1

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

66,182 65,843 - -

・地域防災コースを14回，企業防災コースを1回開催
し，防災指導員を認定した。
・また，防災指導員に認定された者を対象としたフォ
ローアップ講習を15回開催し，防災指導員のスキル
アップを図った。

総務部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

危機対策課

ビジョン

妥当

令和元年度政策評価・施策評価基本票

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

令和１年度
決算見込額
（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 令和１年度 政策 7 施策 3

事
業
番
号

事　業　名
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危機対策課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持

H30 R1 R2
取組33

- - -

(7)②1 再掲 事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-

-

5

非予算的手法 事業概要 令和１年度の実施状況・成果

5
非予算的手法：意
識啓発・防災マッ
プ作成対応事業

-

地震や津波など災害に関する基礎知識等の普
及や地域における危険箇所の把握に向けた防
災マップの作成支援等を行う。

・出前講座の実施（3回，166人）

総務部

決算（見込）額計 105,479

決算（見込）額計（再掲分除き） 105,091

R1 R2 -

1,741 1,740 -

8

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

H30

8
建築関係震災対
策事業

1,740

余震等による二次被害の防止を図るため，地震
により被災した建築物や宅地の危険度を判定す
る危険度判定士を養成し，判定実施体制の強化
を行う。

・宮城県建築物等地震対策推進協議会の活動
・被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険
度判定士の養成
　・令和元年度登録者数
　　　・建築物判定士：307人
　　　・宅地判定士：123人
・判定コーディネーター講習会の開催
・市町村への民間判定士名簿の提供
・資機材備蓄リストの作成

土木部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

建築宅地課 妥当 効率的 維持

7

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

7
防災ジュニアリー
ダー養成事業

2,734

将来の地域の防災活動の担い手を育成するた
め，防災や減災への取組に自発的に協力・活動
する高校生を中心とした「みやぎ防災ジュニア
リーダー」を養成する。

・令和元年度みやぎ防災ジュニアリーダー養成研修
会・東日本大震災メモリアルday2019の開催
　開催日　令和2年1月25日(土)，26日(日)
　場　所　多賀城高等学校，多賀城文化センター
・県内外の高校生計100名が2日間の研修を通して，
防災，減災の基礎知識を身に付けるとともに，同じ志
をもつ仲間との交流を通して，地域に貢献する意識を
醸成することができた。
・宮城県の防災指導員にもつながる「みやぎ防災ジュ
ニアリーダー」として，2日間の研修を修了した県内高
校生68名を認定した。
・地域の防災活動の担い手となるみなし防災指導員
の制度を創設し，一定の要件を満たした防災ジュニア
リーダーを宮城県防災指導員として認定できるように
した。

教育庁
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

2,734 - -
スポーツ健康課 維持

H30 R1 R2 -
取組33

2,527

・男女共同参画・多様な視点での防災対策実践講座
6回開催
・「男女共同参画・多様な視点　みんなで備える防災・
減災のてびき」パネルの展示（1回）

H30ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的

共同参画社会推
進課

6

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性

6
男女共同参画の
視点での防災意
識啓発事業

164

男女共同参画の視点での防災講座を実施する。

③効率性 次年度の方向性

地創4(4)

R1 R2 -
取組33

239 164 -

③効率性 次年度の方向性

ビジョン

維持

-
成果があっ

た

地創4(4)

①必要性 ②有効性

-

妥当
成果があっ

た
概ね効率的
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不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合40％以上
　　　　　　かつ不満群の割合20％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合40％未満
　　　　　　かつ不満群の割合20％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

40.4% 18.1% Ⅰ

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興
・地方創生
実施計画」の
行動方針）

１　警察施設等の機能回復及び機能強化
◇　市町の復興状況を注視しながら被災した警察施設等の本復旧・機能強化を図るとともに，復興に伴う治安情勢の変化も踏まえな
がら各種犯罪を早期に検挙解決するための捜査支援システムや各種警察活動に有効な装備資機材の強化を図り，治安・防災体制
の回復・充実に努めます。
２　交通安全施設等の機能回復及び機能強化と交通死亡事故の抑止
◇　新たな街並み整備に合わせた交通安全施設等の整備を推進するとともに，緊急交通路の円滑化を図るなど，災害に備えた交通
環境を整備します。
◇　復興事業に伴う交通量増加による交通死亡事故の抑止を図るため，事故実態に即した交通指導取締りや，高齢者等を対象とし
た体系的な交通安全教育を推進します。
３　防犯・防災に配慮した安全・安心な地域社会の構築
◇　安全・安心な地域社会を確立するため，各種広報媒体を活用した積極的な生活安全情報の提供を行うとともに，被災地等を中
心としたパトロール活動を強化します。また，地域住民による自主防犯組織や民間事業者，関係行政機関との連携を促進し，犯罪防
止に配慮した環境づくりのための働きかけを行います。
◇　暴力団等の反社会的勢力の復興関連事業からの排除と取締り強化を図るなど，県民の生活基盤やサービス等が犯罪に悪用さ
れにくい環境づくりを推進するため，関係機関や事業者との連携を強化し，社会ぐるみの取組を発展させていきます。
◇　被災地をはじめとしたそれぞれの地域社会の安全・安心を確保するため，交番支援機能強化の一端を担う交番相談員の増員
や，地域住民の要望に応えた活動の促進を図ります。
◇　危機管理体制の構築に向け，今後の震災に備えた自治体の防災計画の修正や防災訓練及び防災会議へ積極的に参画するな
ど，各自治体との連携を強化します。

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度) 達成率 (指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

防災機能・治安体制の回復
評価担当
部局

（作成担当
課室）

-

県事業費 1,586,301 2,641,381 - -

警察本部
（総務課）

【防災・安全・安心】

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 7 施策 4

(令和元年) (令和元年) 107.0% (令和2年)

決算（見込）額
（千円）

年度
平成30年度

（決算（見込）額）
令和1年度

（決算（見込）額）
令和2年度

（決算（見込）額）

施策名 4 安全・安心な地域社会の構築
施策担当
部局

環境生活部，警察本
部

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 7

56人

(平成23年) (令和元年) (令和元年） 18.2% (令和2年)

令和1年県民意識
調査

満足群の割合

1 刑法犯認知件数（件）
28,583件 14,000件 12,979件

A

2 交通事故死者数（人）
67人 56人 65人

C

14,000件以下

(平成20年)
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・施策に係る令和元年県民意識調査結果は，高重視群が74.7%と高いが，満足度の「わからない」も41.5%と高い値であり，施策の内容を県民に
いかに周知するかが課題である。

1 警察施設等の機能回復及び機能強化
・震災被害により庁舎が損壊したため，仮庁舎を設置するなどして活動していた仙台東警察署仙台港交番，石巻警察署渡波交番，南三陸警
察署歌津駐在所の庁舎新築工事を完了させ，治安体制等の充実に努めた。
2 交通安全施設等の機能回復及び機能強化と交通死亡事故の抑止
・コンクリート製信号柱の折損による二次被害を防止するための信号柱の鋼管柱化改良（300本），信号灯器の節電,軽量化を図るための灯器
LED化改良（2,496灯），交通信号機電源付加装置の整備（59基）及び更新（9基）をするなどして,被災地等の交通安全施設の整備を推進し
た。
・交通安全教育車，歩行環境シミュレーター等の安全教育資器材を活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を推進したほか，悪質・危険
違反に重点指向した交通指導取締りを推進し，交通安全に対する県民の規範意識の醸成に努めた。
3 防犯・防災に配慮した安全・安心な地域社会の構築
・被災地を含む県内全域を対象に，「みやぎＳｅｃｕｒｉｔｙメール」を活用して，不審者情報や県内で多発している特殊詐欺関連情報をタイムリー
に情報発信した（1,116件）ほか，県警ホームページでも情報提供を行うことにより被災住民等に対する注意喚起を促し，県民の不安解消に努
めた。

・以上のとおり，各事業において一定の成果が得られ，かつ，目標指標に掲げている刑法犯認知件数の目標値を達成した一方で，子どもや女
性に対する声かけ事案（令和元年中における声かけ事案等1,771件，前年比マイナス365件）やストーカー・DV事案（令和元年中におけるス
トーカー事案787件，前年比マイナス35件，DV事案2.380件，前年比プラス86件）等の県民の身近なところで発生する事案が高水準で推移す
るなど，県民が肌で感じる治安は改善しているとは言いがたいことなどから，全体の評価としては「概ね順調」と判断した。

県民
意識

社会
経済
情勢

・東日本大震災により津波被害に遭った沿岸部を中心に，164の警察署，交番・駐在所等の警察施設が被災したが，令和2年3月末までに，廃
止した3所を除く156施設の復旧を完了した。令和2年度末までには，残り5施設のうち，4施設の復旧が完了する予定である。また，震災により
滅灯した交通信号機272基は，道路の廃止により復旧整備できない13基を除き，平成24年度までに全ての復旧を完了した。
・震災からの復旧・復興を果たすためには，治安基盤となる警察施設を早期復旧させるとともに，被災地における安全・安心を確実に確保し，
治安・防災体制の回復・充実を図る必要がある。さらに，防犯団体が設立されていない災害公営住宅における防犯体制など，新たな問題が表
面化していることから，これらに対応する治安体制を整備するとともに，復興事業からの暴力団排除等，安全・安心な地域社会の構築のための
取組を推進する必要がある。

事業
の成
果等

・令和元年中の刑法犯認知件数は12,979件（前年比マイナス776件）となり，目標値である14,000件以下を達成することができた。
・令和元年中の交通事故死者数は65人（前年比プラス9人）となり，目標値である56人以下を達成することができなかった。

評価の視点：※

概ね順調■　施策評価　（原案）

評価の理由

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させ
ることができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。

目標
指標
等
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1 警察施設等の機能回復及び機能強化
・震災で被害を受け，仮庁舎で業務を行っている1警察署及び隣接する警
察施設で業務を行っている4所の駐在所の速やかな再建や統合による適
正配置に努め，治安体制等の回復を図る必要がある。

2 交通安全施設等の機能回復及び機能強化と交通死亡事故の抑止
・全体の死者数に占める65歳以上の高齢者の割合が3割以上となり，全事
故に占める高齢運転者事故の割合は，平成22年の13.7%から令和元年の
22.8%へと右肩上がりに増加するなど極めて厳しい交通情勢にある。
・被災地域において生活拠点の内陸部への移動，新たな道路整備に伴う
交通流・量の変化等を要因とした交通事故の多発が懸念される。
・被災地域における街区の復興に伴い,総合的な交通規制が必要である。

3 防犯・防災に配慮した安全・安心な地域社会の構築
・県民からの各種相談件数は，対前年比で全体として減少傾向を示したも
のの，平成29年以降6万件を超えているほか，犯罪等による被害防止に関
する相談等が増加傾向にあることから，今後も県民の悩みや不安を解消
するため，警察安全相談員を適性に配置する必要がある。

・県内被災地では，防災集団移転地域や災害公営住宅等の新しいコミュ
ニティにおける新規防犯団体の形成促進や，自治体と連携した情報共
有，広報啓発を図り，自主防犯活動の活性化を図る必要がある。また，高
齢者が被害に遭う特殊詐欺被害や児童虐待事案などの発生により，県民
が不安に感じている現状にあることから，被害予防対策等についてタイム
リーな情報発信に努めるほか，官民一体となった効果的な広報啓発に取
り組んでいく必要がある。

・これまで各地域において自主防犯活動を担ってきた高齢者層の更なる
高齢化が進み，次世代への活動の承継が困難な状況が見られる。

・子どもや女性に対する声かけ事案等は高水準で推移しており，地域住
民，ボランティア，学校等と連携し，犯罪の起きにくい地域社会の構築に
向けて取り組んでいく必要がある。また，ストーカー・DV事案は様々な事
案が複合的に絡み合い，重大事件に発展する恐れが高いことから，初期
段階から関係機関が情報を共有し，被害者の保護対策に取り組んでいく
必要がある。

1 警察施設等の機能回復及び機能強化
・地域の復興が進んでいる状況にあることから関係自治体等との連携を密
にし，復興状況や治安情勢の変化に応じた未復旧施設の早期再建や統
合により，適正配置を図る。

2 交通安全施設等の機能回復及び機能強化と交通死亡事故の抑止
・自治体や関係機関・団体との協働により，高齢者を重点とした参加・体
験・実践型交通安全教育の更なる推進を図るとともに，運転免許自主返
納制度の周知徹底及び自治体等による支援施策の充実化を促進する。
・交通事故，交通流・量等の交通実態をきめ細かに分析し，真に交通事故
防止に資する交通指導取締りを強化する。
・パトカー等によるレッド警戒や制服警察官による「見せる・見える」警戒活
動を通じ，違反者及び歩行者・自転車に対する的確，積極的な指導警告
等の声かけを実施するなど，全ての道路利用者に緊張感を与える街頭活
動を推進する。
・集団移転促進事業などによる街区の整備に伴う総合的な交通規制を具
現化するため,被災市町と連携して交通安全施設の整備を推進する。

3 防犯・防災に配慮した安全・安心な地域社会の構築
・警察安全相談の中には，事件性の判断が必要とされる相談も多くあり，
相談業務の負担が大きい大規模警察署や被災地警察署等を中心に，豊
富な知識・技能を有する警察安全相談員を適正に配置する必要がある。

・各自治体と連携し，災害公営住宅等に対する立ち寄りや巡回連絡等に
より住民のニーズを把握し，被災地における安全・安心の醸成を図るととも
に，多様な媒体を活用した具体的かつタイムリーな防犯情報の提供を行
い，県民に必要な情報が届き，犯罪に対する自主的な抵抗力の強化が図
られるよう努める。

・防犯活動を促進するための助成等に関する情報の入手に努めるととも
に，活動が持続可能なものとなるよう，個々の課題解決に向けた支援，事
業者等に対する社会貢献の働きかけ，日常生活を通じた負担の少ない活
動の提案などの働きかけを行っていく。

・子どもや女性に対する声かけ事案やストーカー・DV事案等に適切かつ
迅速に対応するため，関係機関を参集するネットワーク連絡協議会等に
おいて，事例検討等や情報の共有を行い，関係機関の連携を深めてい
く。

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針
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- 15,000 14,000 14,000 -

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

7

令和２年度政策評価・施策評価基本票

施策 4

令和2年までに，刑法犯認知
件数を14,000件以下とする。

- 109.2% 107.0% -

R2

評価対象年度 令和1年度 政策

達成率

R2 -

目標指標等の状況

実績値の
分析

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

・刑法犯認知件数は，刑法等に規定する様々な罪種について，警察が認知した事件を包
括するものであり，県内における犯罪情勢を概括的に表すものであることから，本施策に係
る取組の進行管理や成果の評価等をする上でも，これを目標指標とした。
・人口10万人当たりの刑法犯認知件数の平成28年実績値である707件が，過去5年間（平
成24年以降）の平均減少率で推移すると仮定した場合，令和2年の人口10万人当たりの刑
法犯認知件数は594件となる。これを，推計した令和2年における県内人口に割り戻して，
令和2年の刑法犯認知件数を推計すると13,644件となることから、令和2年まで14,000件以
下とすることを目標とした。

・令和元年中の刑法犯認知件数は12,979件（前年比マイナス776件）となり，目標値である
14,000件以下を達成することができた。

・全国の刑法犯認知件数は，平成20年の1,818,023件から令和元年は748,559件に，率に
すると約58.8%減少しているのに対し,宮城県においては平成20年の28,583件から令和元
年は12,979件に，率にすると約54.6%減少している。

実績値 28,583 13,755

- -

目標値の
設定根拠

指標測定年度 H20 H30

12,979 - -

-

刑法犯認知件数（件）
R1

［目標値を下回ることを
目標とする指標］

1

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1

目標値

R2 -

交通事故死者数（人）
指標測定年度 H23 H30 R1 R2 -

目標値 - 56 56 56 -

- 100.0% 18.2%

２

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H30 R1

目標値の
設定根拠

・交通事故により多くの県民が被害に遭っていることを勘案すると，交通安全の確保は安全
で安心なまちづくりを推進する上で不可欠な要素である。交通安全対策は，道路交通環境
の整備，交通安全思想の普及徹底と安全運転の確保，道路交通秩序の維持等の様々な
対策により成果が期待されるものであることから，本施策の成果を測定する上で，交通事故
死者数を目標指標とした。
・交通事故死者数は昭和48年以降減少傾向にあり，昭和53年（147人）にはほぼ半減し，そ
の後も減少傾向が継続している。交通事故の将来見通しを正確に見極めることは困難であ
るが，交通事故死者数が100人を切り低減傾向にある平成20年からの減少トレンドに基づ
き，令和2年までに交通事故死者数を56人以下とすることを目標とした。（第10次宮城県交
通安全計画と同内容の目標値を設定）

［目標値を下回ることを
目標とする指標］

令和2年までに，交通事故死
者数を56人以下とする。 実績値 67 56 65 - -

達成率

実績値の
分析

・令和元年中の交通事故死者数65人（前年比プラス9人）となり，目標値である56人以下を
達成することができなかった。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・全国の交通事故死者数は，平成23年の4,691人から令和元年は3,215人に，率にすると
約31.4%減少しているのに対し,宮城県においては平成23年の67人から令和元年は65人
に，率にすると約3.0%減少している。
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

1,061

12.6%
16.9%

13.8%
18.0%

不満 3.7% 4.3% 4.2%

41.0%
7.4%

41.1%
やや満足 32.6% 33.2% 33.7%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

7.0%
39.6%

7.8%

やや不満 不満群
の割合

14.2%
17.9%

分からない 42.5% 42.0% 40.9%

調査回答者数 1,048 1,132

1,140 1,076

6.3%
8.6%

5.0%
6.1%

重要ではない 0.5% 2.3% 1.1%

35.8%
71.1%

36.6%
74.1%

やや重要 42.2% 35.3% 37.5%

内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

30.0%
72.2%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.4%
6.9%

分からない 21.0% 20.4% 19.8%

調査回答者数 1,069

685

12.7%
16.5%

13.0%
17.7%

不満 3.7% 3.8% 4.7%

40.8%
6.9%

39.7%
やや満足 32.1% 33.4% 32.8%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

6.6%
38.7%

7.4%

やや不満 不満群
の割合

12.3%
16.0%

分からない 45.2% 42.8% 42.6%

調査回答者数 697 719

732 694

6.1%
7.2%

6.2%
7.9%

重要ではない 1.1% 1.1% 1.7%

32.8%
72.3%

35.4%
75.5%

やや重要 41.6% 39.5% 40.1%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

31.5%
73.1%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

5.8%
6.9%

分からない 20.0% 20.5% 16.6%

調査回答者数 705

1,790

12.4%
16.4%

13.6%
18.1%

不満 3.7% 4.0% 4.5%

41.2%
7.2%

40.4%
やや満足 32.5% 33.5% 33.2%

この
施策に
対する
満足度

満　　　足 満足群
の割合

6.9%
39.4%

7.7%

やや不満 不満群
の割合

13.5%
17.2%

分からない 43.4% 42.4% 41.5%

調査回答者数 1,783 1,904

1,815 1,925 1,813

5.4%
6.8%

重要ではない 0.8% 1.9% 1.4%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.4%
7.2%

6.2%
8.1%

県民意識調査結果

（調査名称） （平成29年県民意識調査） （平成30年県民意識調査） （令和1年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視度

重　　　要 高重視群
の割合

30.4%
72.2%

34.8%
71.5%

36.2%
74.7%

やや重要 41.8% 36.7% 38.5%

分からない 20.6% 20.5% 18.5%

調査回答者数

令和２年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 令和1年度 政策 7 施策 4

調査実施年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度
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②有効性 ③効率性 次年度の方向性

警備課
留置管理課

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1

3,403 3,491

4 食糧等備蓄事業 3,491

捜索部隊の円滑な活動と被留置者の適正な処
遇を確保するため，今後の災害に備えた非常食
と水を整備する。

災害発生時の警察活動等を円滑に行うため、備蓄食
糧等の拡充を行った。
【捜索部隊等活動用】
・非常用備蓄食糧　　　8,020食
・非常用保存飲料水 　2,676本
【被留置者用】
・非常用備蓄食糧　　　　252食
・非常用保存飲料水　　　 84本4

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

③効率性 次年度の方向性

装備施設課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2 -
取組31

28,009 41,554 - -

3

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性

3

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

2
警察職員宿舎整
備事業

589,144

被災した警察職員宿舎を再建する。 ・使用不能となった待機宿舎の本設に向けた取組を
推進した。
　待機宿舎の設計（1件完了）
　再建用地購入（1件完了）
　待機宿舎の建設（1件完了、3件着工）

2

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

212,668 589,144 - -
装備施設課 妥当

成果があっ
た

効率的 縮小

H30 R1 R2 -

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

警務課
装備施設課

妥当
成果があっ

た
効率的 縮小

H30 R1 R2 -

1
警察施設機能強
化事業

327,004

被災した警察署、交番・駐在所を再建する。 ・使用不能となった警察施設の本設に向けた取組を
推進した。
　南三陸警察署の着工
　被災交番・駐在所の工事（3件完了（2交番、1駐在
所））
　被災駐在所の設計（3件完了）
　仮庁舎等土地建物賃借（5施設）1

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

306,102 327,004 - -

評
価
番
号

令和１年度
決算見込額
（千円）

警察施設震災対
策促進事業

41,554

警察署に設置されている容量が小さく老朽化し
た非常用発動発電設備を更新する。

・非常用発動発電設備の更新整備を推進した。
　令和元年整備施設　泉警察署（施工中）

事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 令和１年度 政策 7

事
業
番
号

事　業　名

宮城県震災復興推進事業

施策 4

令和元年度政策評価・施策評価基本票

R2 -

- -
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事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創4(5)

7

「だれもが住みよ
い安全・安心な地
域づくり」のための
交通環境整備事
業

160,022

交通事故，交通取締，交通安全教育，交通規制
などの多角的分析による交通事故抑止対策を実
施する。

・信号機のバリアフリー型改良
　 歩車分離化　16基
　 視覚障害者用付加装置整備　13基
　 高齢者等感応化　10基
　 歩行者支援装置整備　50基
　 照明灯付横断歩道標識　10基
・エスコートゾーンの整備　600ｍ

警察本部

-
取組25

112,490 160,022 - -

地創4(5)

7

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

交通企画課
交通規制課
交通指導課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

交通規制課 妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1 R2 -

315,768

5

まちの立ち上げ促
進のための交通
安全施設整備事
業

803,447

東日本大震災被災市町の市街地整備事業区域
及び周辺道路における交通信号機，道路標識
等の交通安全施設を整備する。

・被災市町における工事車両増大に伴う道路標示摩
耗対策　一式
・三陸自動車道速度可変標識の整備　一式
・防災集団移転等に伴う交通安全施設整備　一式

5

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

803,447 - -

R2 -

- -
取組31

595,658 705,207
交通規制課

ビジョン

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創4(5)

6
交通安全施設によ
る防災・減災機能
強化事業

705,207

重要社会インフラとして，自然災害のリスクに直
面しても適切な対応が可能となる防災・減災のた
めの交通安全施設を整備する。

・交通管制端末装置の高度化
　　集中制御式信号機　38基
　　情報収集提供装置　102ﾍｯﾄﾞ
・交通信号機柱の鋼管柱化　300本
・交通信号機電源付加装置の整備　59基
・交通信号機電源付加装置の更新 　9基

6

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H30 R1
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取組25

①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H30 R1 R2 -

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

地創4(5)
11,260 11,119 - -

共同参画社会推
進課

ビジョン

8

9
安全・安心まちづく
り推進事業

11,119

・県民，事業者等と連携し，犯罪のない環境づく
り及び人材育成に取組む。
・性暴力被害相談支援センターを運営する。

・犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり活動リーダー
養成講座の開催（2回,計46人）
・地域安全教室への講師派遣（21回）
・防犯対策のためのリーフレット作成及び配布
　　小学校新入学生向けリーフレット（35,000部）
　　性被害防止リーフレット（40,000部）
　　犯罪被害者支援リーフレット（5,000部）
・障害者福祉施設において，不審者対応訓練の実施
（34人参加）
・安全・安心まちづくり地域ネットワークフォーラムを開
催（2回，計87人参加。アンケートで「今後の活動に活
用できそう」と回答した平均割合　93％）
・「性暴力被害相談支援センター宮城」の運営委託に
より，性暴力被害者等の支援を実施
・「性暴力被害相談支援センター宮城」の広報のた
め，ステッカーを作成し，スーパー，ドラッグストア，ガ
ソリンスタンド等へ配布（4,000部）
・性暴力被害者等支援における関係機関の連携を促
進するため，医療機関等向けマニュアルを作成（400
部）

警察本部
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

-

R1

10
生活安全情報発
信事業

393

セキュリティメール等を活用し，防犯情報や生活
安全情報等を提供する。

・「みやぎSecurityメール」による情報発信（1,116件）
・県警ホームページによる情報提供

R2 -

地創4(5)

9

事業概要 令和１年度の実施状況・成果

生活安全企画課 妥当
成果があっ

た
効率的 維持

943 393 -

H30

決算（見込）額計 2,641,381

決算（見込）額計（再掲分除き） 2,641,381

684


	政策１
	○■●R1seisaku(seisaku1)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku1)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku2)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku3)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策２
	○■●R1seisaku(seisaku2)
	政策様式

	○■▲□〇R1sesaku(sesaku4)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku5)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策３
	○■●R1seisaku(seisaku3)
	政策様式

	○☆■▲□〇R1sesaku(sesaku6)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku7)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策４
	○■●R1seisaku(seisaku4)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku8)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku9)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策５
	○■●R1seisaku(seisaku5)
	政策様式

	☆○■▲□○R1sesaku(sesaku10)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□〇R1sesaku(sesaku11)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku12)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策６
	○■●R1seisaku(seisaku6)
	政策様式

	○■▲□〇R1sesaku(sesaku13)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku14)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策７
	○■●R1seisaku(seisaku7)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku15)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku16)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku17)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策８
	○■●R1seisaku(seisaku8)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku18)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku19)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku20)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku21)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku22)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku23)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策９
	○■●R1seisaku(seisaku9)
	政策様式

	☆○■▲□○R1sesaku(sesaku24)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策１０
	○■●R1seisaku(seisaku10)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku25)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku26)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策１１
	○■●R1seisaku(seisaku11)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku27)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□〇R1sesaku(sesaku28)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策１２
	○■●R1seisaku(seisaku12)
	政策様式

	○■☆▲□〇R1sesaku(sesaku29)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策１３
	○■●R1seisaku(seisaku13)
	政策様式

	○■▲□〇R1sesaku(sesaku30)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	政策１４
	○■●R1seisaku(seisaku14)
	政策様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku31)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku32)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式

	○■▲□○R1sesaku(sesaku33)
	ビジョン施策様式
	目標指標様式
	ビジョン事業様式


	復興１
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku1)
	震災政策様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku1-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku1-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興２
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku2)
	震災政策様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku2-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku2-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku2-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興３
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku3)
	震災政策様式

	○■▲◎□〇R1sesaku(shinsaisesaku3-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku3-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku3-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興４
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku4)
	震災政策様式

	○■▲◎□〇R1sesaku(shinsaisesaku4-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku4-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku4-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku4-4)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興５
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku5)
	震災政策様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku5-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku5-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku5-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku5-4)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興６
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku6)
	震災政策様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku6-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku6-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku6-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	復興７
	○■●R1seisaku(shinsaiseisaku7)
	震災政策様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku7-1)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku7-2)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku7-3)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式

	○■▲◎□○R1sesaku(shinsaisesaku7-4)
	震災施策様式
	目標指標様式
	県民意識様式
	震災事業様式


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	○■▲□○
	ビジョン施策様式

	空白ページ



